
江津商工会議所 地域経済動向調査報告（概要版） 

令和 7年度 第 3四半期（令和 7年 10月～12月） 

（１） 調査時点 2026年 2月 4日時点 

（２） 調査方法 郵送・回答フォームにより実施 回答 52件 

（３） 調査対象 当所会員名簿から業種のバランスを考慮し抽出 
 

1. 景況天気図 
特に好調 好調 不変 不振 極めて不振 

     
50≦DI 25≦DI<50 0≦DI<25 ▲25≦DI<0 DI<▲25 

DIとは…（増加・好転・過剰の企業割合）－（減少・悪化・不足の企業割合） 

 

 

前年同期比 全業種 製造 建設 運送 卸・小売 
飲食・ 

サービス 

売 上 高 
      

▲ 15.7 ▲ 33.3 12.5 20.0 ▲ 63.6 ▲ 10.0 

資 金 繰 り 
      

▲ 20.8 ▲ 11.1 ▲ 12.5 ▲ 33.3 ▲ 45.5 ▲ 11.1 

業 況 
      

▲ 12.0 0.0 6.3 0.0 ▲ 45.5 ▲ 20.0 

採 算 

（経常利益）       

▲ 18.4 ▲ 11.1 0.0 25.0 ▲ 54.5 ▲ 30.0 

雇用（今期水準）  ▲ 40.0 ▲ 33.3 ▲ 87.5 ▲ 20.0 0.0 ▲ 22.2 

在庫（今期水準）  3.8 0.0     20.0   

 

2. まとめ 

令和 7年度第 3四半期の地域経済は、売上高・業況 DIともにマイナス幅が縮小し、

持ち直しの動きが見られるが、業種間の二極化が鮮明となっている 。製造業や運送業

に改善の兆しが見える一方、卸・小売業は依然として深刻な不振から脱していない 。  

最大課題である物価高騰については、全業種で燃料・資材費高騰の報告が相次いでお

り、飲食業からも「仕入れ材料の上げ幅が不安定」との声が上がっている 。また人手

不足も深刻であり、特に建設業では若年労働者不足や外注費増、インボイス制度による

税負担増が経営を圧迫している 。同時に実施した賃上げ調査においても、人員確保の

ために「実施済み」または「予定」と回答する企業が多く、苦境の中での防衛的な賃上

げの実態が見受けられる。  売上高 DIの好転は、こうしたコスト増に対応した価格転

嫁による側面が強く、資金繰りや採算面では依然として厳しい状況が続いている 。 


